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平成１８年度原子力関係経費の見積りについて 

（外務省） 

 
平成１７年９月２０日 

 
１．基本方針  
（１）国際的な核不拡散体制の強化。  
（２）世界規模での原子力の平和的利用の促進。そのための国際的な研

究・開発の促進・強化。  
（３）高度な水準の原子力安全・セキュリティーを確保するための国際

的な体制と協力の強化。  
 
２．１８年度の主な取組及び重点化・合理化事項等  
（１）ＩＡＥＡ保障措置の強化と効率化のための貢献。  

－ＩＡＥＡ追加議定書の普遍化促進等。  
（２）我が国における統合保障措置の定着。  
（３）濃縮・再処理の移転の制限に係る提案及びいわゆるエルバラダイ

構想（ＭＮＡ）に対する適確な対応。  
－不拡散体制の強化への貢献とともに、我が国の原子力政策・産

業の自主性の確保。  
（４）ＩＡＥＡ技術協力への積極的貢献。  
   －ＩＡＥＡ技術協力基金への義務的拠出の着実な履行  
（５）ＩＡＥＡ・原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための

地域協力協定（ＲＣＡ）への積極的貢献。  
（６）チェルノブイリ・シェルター建設計画への積極的貢献。  

－チェルノブイリ・シェルター基金へのプレッジの着実な拠出。  
 

３．平成１８年度要求額と増減理由  
（１）要求額  
 （イ）ＩＡＥＡ分担金： 6,812,648 千円（対前年 154,430 千円増）  
 （ロ）技術協力基金： 1,572,054 千円（同 14,556 千円増）  
 （ハ）原子力安全関連拠出金： 265,053 千円（同 265,053 千円増）  
 （ニ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡ分担金： 0 千円（同 302,950 千円減）  
（２）主な増減理由  
 （イ）保障措置関連予算増を含むＩＡＥＡ通常予算への分担金増：  
   本２００５年６月のＩＡＥＡ理事会において、総額 273,610 千ユ

ーロの２００６年通常予算が採択され、本年９月２６日からの第

４９回ＩＡＥＡ総会の承認にかけられることとなった。  
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  （ロ）原子力安全関連拠出金の純増：  
    チェルノブイリ・シェルター基金への拠出につき、平成１７年度

はゼロ査定であったため、平成１８年度に改めて要求するもの。 
（ハ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡについては、文部科学省及び経済産業省より

別途拠出金を要求。  
（ニ）為替レートの変動による増減（右の数値は本年８月時点）：  

    米貨：１０７円→１０８円  
    ユーロ貨：１３６円→１３５円  
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整理番号 外務省－０１ 
 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 
１．所管省：外務省 

２．施策名：国際的な核不拡散の強化、原子力の平和的利用の促進、原子力の安全や研

究開発等に係わる国際協力の推進 

３．要求額：                            （百万円） 

 １８年度要求額 １７年度予算額 

一般会計 ８，６５０ ８，５１９ 

電源特会（立地勘定）   

電源特会（多様化勘定）   

合計 ８，６５０ ８，５１９ 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】 

【従たる該当分類】１－１（１）、１－１（２）、２－３（１）、２－３（３）、５－１ 

         ５－２（１）、５－２（２）、６ 

 

５．「平成１８年度の原子力関係施策の基本的考え方」との対応： 

 【主たる該当分類】 

 【従たる該当分類】６、７ 

 

６．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

   国際原子力機関憲章第１４条Ｄに基づく分担金の拠出、等。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 ＩＡＥＡの二大目的である原子力の平和的利用の促進と核不拡散体制の維持・強

化は、我が国を含む国際的な安全保障と我が国のエネルギーの安定供給確保のため

に不可欠。特に、ＩＡＥＡの保障措置は、核不拡散体制を担保する実効的措置とし

て、国際の平和及び安定に大きく寄与。 

 

７．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

  原子力の平和的利用や核不拡散（軍事転用防止）は、一定期間内の展開をもってそ
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の成果を評価することは非常に困難であり、事前・中間評価は特に設定していない。    

ただし、例えば、保障措置体制強化のための追加議定書の普遍化促進に関する我が

国の努力は国際的に大きな評価を得ていることは、一昨年及び昨年のＩＡＥＡ総会決

議に我が国の名前が特筆されていることにも示されている。（昨年１月～本年６月の

過去１年半に、追加議定書の発効国は、３８カ国から６７カ国に増大している。） 

８．平成１８年度予算要求内容： 

ＩＡＥＡの通常予算及び技術協力基金ともに増額が見込まれており、それに伴って

我が国の分担金及び拠出金ともに増額要求となる見込み。 

   

９．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

  外務省として、原子力関係各省・機関との緊密な協力関係維持・発展に努めている。 

 

（了） 


